
2020年度 事業報告書

(2020年4月 1日から2021年3月 31日 まで)

特定非常利活動法人フアクトチェック・イニシアティブ

第1事業の成果

当法人は、本年度においても、誤った情報に感わされない社会を築くために、日本国内
のフアクトチエツクの普及啓発のための各種事業を実施しました。

新型コロナウイルス感染症の影響によリセミナー・各種会議・事務局作業などの多くが在

宅。オンラインによる対応となる中、事桑計画各項目について一定の成果が得られました。

主な成果は以下のとおりです。

(1)情報発信・啓発

① FacCheck NavIの 公開。運用開始

一般向け情報サイト/ウェブアプリ『F“Ched《 Navi」を2020年8月 31日に公開し

ました。公益財団法人KDDi財団の助成を受けて実現したものです。

2021年2月 26日には検索機能、SNSシェアボタンなどの機能を追加した改良版をリ
リースしました。

②新型コロナウイルス特設サイト

新型コロナウイルスに関する特設サイトは、2020年2月に開設し、国内外のフアクト
チェック等の記事サマリー情報を」□出コ曖饉ヨ』墜週圏L公選随國』重盤目n
を撮コロ配盤しました。

本特設サイトは公益財団法人日本財団の助成を受けて実施された『ファクトチェック

国際協カプロジェクト」(後述)のもとで運営してきましたが、2021年3月 のプロジェク
ト終了後も、特設サイトの更新・運営は継続しています。

③英語版サイト

ファクトチェック国際協カプロジェクトの取り組みの一環として、英語版サイトの全面
リニューアルを行い、2020年4月 26日から運用開始しました。

メディアパートナーが発表したファクトチェック記事の要旨と、誤情報・偽情報に関す
る各種ニュース記事のリンク集など、鉗ユ生の出□K困2鮨目:月」壺鵬識盗蟹回口1巳

」Eしました。

英語版サイトではメディアパートナーのファクトチェック記事抄訳やFiJ独自コンテン
ツ「W∞Hy Re"威」の発信を行いつつ、2020年6月 よリスマートニュース米国版の
「¬rum W帥由』タブヘの配信を行いました。



(2)市民・メディアとの連携・協働

①メディアパートナーの募集
2020年度もメディアパートナーを募集し、通上に国内」劃由饉型皿しました(20‐
」巳広饉饉諷2■団豊,。

。 国内・ファクトチェック記事発表型(11社・団体)
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■ 国際ファクトチェックネットワーク(iFCN)

ロ ポリティフアクト(Pol面 Fact、 米国)

■ 台湾フアクトチェックセンター(台湾事責査核中心 )

■ アニーラボ(Annie Lab、 香港)

②国内のファクトチェック活動の活発化

2020年度(2020年4月 ～2021年3月 )にメディアパートナーによって発表された2Z
2ヒ自螢塵壼口壇蟹ヨ出口睦L』日腱錮Eュ杢となりました(前年度=2019年 7月 ～
2020年3月 =は合計73本、月平均8.1本 )。

③新型コロナウイルス国際プロジェクト

新型コロナ関連の疑義言説を中心にリサーチヤーチームが調査し、釣型理杢ΩL
壺L=L』亀ど菫

`:Z2主

」」L」二握生しました。

海外のファクトチェック団体(台湾ファクトチェックセンターなど)の調査にも協力し、
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④ リーフレット、教育動国の制作
国際プロジェクトに参加した学生リサーチャーにファクトチェックの手法をわかりやす
く伝えるリーフレットを考案・制作してもらつたり、初心者向けの教育動画の制作に
協力してもらい、生担塑堕回盆公闘L主Lた。

④疑義言説モニタリング・データベース

疑義言説データベース「CiaimMonお日を通じて困園剛L劉超え劉目国叫 豊を
メディアパートナーに情報提供しました。

(3)会員の募集結果

第3期 (2020年 1月 ～12月 )において、正会員は21名・4法人、賛助会員は252名 (う

ち学生175名 )・4法人でした。

なお、2020年 12月をもつて個人の賛助会員制度は、廃止となりました。

第2事業の実施に関する事項

1特定非営利活動に係る事業

(1)ファクトチェックの質的向上のためのガイドライン等の整備・書発事業

①同Jセミナー『コロナ禍のインフォデミックに立ち向かう」
。 日時:2020年9月 12日 14:00～ 16:30(オンライン開催)

o 第1部「世界ファクトチェック会議で何が饉綸されたか

o 第2部「F:J国際協カプロジェクトの挑戦」(BuzzFeedJapan 台
湾ファクトチェックセンター

o 参加料:会員無料、非会員1500円
o 参加者 :計40名 (会員とメディアパートナーを含む一般参加29名 、登壇6名

(うち役員4名 )、 その他参加役員3名 、事務局2名、後日の収録映像視聴者
を除く)

②日Jセミナー「フアクトチェック支援システムをり・デザインする」
。 日時:2020年11月 15日 14:00～ 15:30(:NBOUND LEAGUEセ ミナールー

ム=東京都新宿区新宿5丁目=、 オンライン同時開催)

o 第1部 :支援システム「ファクトチェック・コンソール」のプログラムと今後の開
発イメージ(FIJ技術担当

o 第2部 :ファクトチェックを支援するシステムとメディアの活用事例報告
参加料:会員無料、非会員1000円

o 参加者:計29名 (会員とメディアパートナーを含む一般参加19名 、豊壇3名
(うち役員2名 )、 その他役員5名、事務局2名を含み、後日の収録映像視聴
者を除く)

③フアクトチエック研究会「Alで強化されるファクトチェックでCOVID‐19に立ち向かう」
(主催:早稲田大学次世代ジヤーナリズム・メディア研究所、共催F:J)

●
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日時:2021年3月 19日 19:30～ 21:00

るサマリー情報131件、

)

講演
フアシリテーター

…巨 :=薔 ]

加者 :計65名 (豊壇者2、 訳・事務局などスタッフ7名を含み、後日の収
囲Ⅲ亘亜I夏玉Ю

④ウェブサイト等の運営・
● 公式ウェブサイト

。 9月 :ファクトチエック記事サマリーの情報をFadCheck Naviに移設。
o 新型コロナウイルス特設サイト(2020年2月 ～)を随時更新し、

参
参

するサマリー情報

0
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271件を掲載(21年3月 末までの公表分)。

理事執筆のレポートを4本掲載した。
口 G:obalFad 7速報レポート 全3 日 )

ロ メァィアはデマとどう向き合うか― 民主主義強化のため積極
的なファクトチェックを

o inFad(メディアパートナー)の連載コンテンツ『《週刊》ネット上の情
報検証まとめ」を転載した(計39本 )

● 公式サイト英膳版
。 4月 26日 ～:Ⅶ∞kiy Repo■ 19本を含む56本のファクトチェック記事

抄訳を掲載した(2021年3月 末までの公表分)。

o FadCheck Navi(PⅥ Aアプリ型ポータルサイト)

8月 31日 :一般公０

　

０ 誤情報関連ニュースリンク」臓

“

2件を掲

載した(21年3月 末時点)。

● 無料メルマガ
o「F‖ファクトチェック通信」(登録者数1800人超)を35本配信し、ファク

トチェックの新着情報などを通知しました。
これとは別に、新型コロナ特設サイトの新着情報に特化した「新型コ

ロナ特設サイト更新ニュース」を2020年3月 下旬から6月 末まで、66

● FacebcЮkグループ「フアクトチエック・コミュニテイ」
o FiJからのファクトチェック新着記事やイベント等案内のほか、参加者

から関連情報の投稿も行われた(登録メンパー数は約900人、21年3

した。

⑤
● 世界ファクトチェック会議 (Gioba:Fact 7)

o 主催 : 際ファクトチェックネットワーク(lFCN)
。 開催日時:2020年 6月 22日 ～30日 (オンライン開催)

。 セッション『Beyondねcは Sensitivi,of∞ reding misinbrnation
in pub‖cdunng COMD… 19 pandemic」 に が
豊壇(日本時間6月 24日 11時～12時 )

ａ
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についての解説記事をFiJサイト(7０

　

　

　

０

月 10・ 11・ 17日 )に
F:Jセミナー「コロナ禍のインフォデミックに立ち向かう」(9月 12日 )

で がG:obai Fadの議論を踏ま
えてファクトチェックの現場と課題について議論した。

(2)ファクトチェックに関する い 1 因亜田理日正]IIII園

①メディアパートナー会議
o 6月 22日 、2021年3月 8日の2回実施した(いずれもオンライン開催)。

② ファクトチエック カプロジェクト
● 2020年2月 より新型コロナウイルス特設サイトをオープンし、:FCNの新型コ

ロナウイルスに関するファクトチェックデータベースの構築に協力(メディア
パートナーの検証記事の英訳サマリー情報をFiJが作成し、登録)。

o 公益財団法人日本財 の助成金(2020年3月 ～)を受け、海外のフアクト

チェック団体との調査連携などの取り組みを開始。学生中心のリサーチヤー

チームを編成し、研修 ` た上で、コロナ関連の疑義言説収

集。モニタリングや調査協力、レポート作成を行つた。
o 英語版サイトも4月 に開設、5月下旬に全 リニューアルし、日本に 連するI:[

疑義言説の内外のフアクトチエック結果をまとめて配信した。
● リサーチャーチームは第1期 (20年3～7月 )、 第2期 (20年8～ 10月 )、 第3期

(20年 11月 ～21年2月 )でそれぞれ約20人の学生を採用して、各種の
D

③ファクトチェック教育動画制作プロジェクト
o 日本財団の助成金(2020年9月 ～2021年3月 )により、

④ ClaimmOnitOrプロジェクト
o 前年度に続き、疑義言説自動収集システム「Fact‐Cheよing

Con〔Ю:e(FCC)」 (スマートニュ 東北大学乾研究室の共

20年 12月 からファク

トチェックに関する初心者向けの教育勁国の制作に着手し、3月 までに4本

制作し、You¬utЮで公開・配信した。

しつつ、疑義言説データベース「C:aimMonibr」に2600件を超え

る疑義言説データを登録し、メディアパートナーに提供した。

o)ファクトチェックに貢献する団体・個人に対する評価・支援事業

該当なし

“

)その他 的を達成するために必要な事業

①国連#Pause カ

連が2020年8月 よリソーシヤルメディア上で『#シェアする前に考えよう」と訴える

キャンペーンをスタートし、FiJも協力しました。F:Jは、T�tOrJapan(株)から広告
クーボンの提供を受けて、
アする形で協力しました。

連のキヤンペーン

Ｅ
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②インフォデミック対策実証実験への協力

株式会社S:GN!NG、 V:S:TS■∝hno:ogies株 式会社など複数社で構成される事業
ユニットが実施するインフォデミック対策実証実験(2021年 1～2月 )に協力しまし
た。

この実証実験は「ユーザー参加型のファクトチェックサービスの開発」を目的とし、
学生や一般の被験者60名 以上の被験者に、疑義言説のファクトチェックと検証結
果の相互評価をしてもらいました。F:Jは、S:GN:NG社の委託を受け、実証実験で
使う疑義言説データの選定、実験結果の評価、提言書の作成を行い、納品しまし
た。

※以上、「特定非営利活動に係る事業」の事業費は、総額20,732,774円 となりまし
た。

2その他の事業
該当なし

第3会議の開催に関する事項

1社員総会

(1)2020年度通常総会
o 日時:20201年6月 27日 14:00～ 15:10
o 場所:F:J事務所(社会起業大学コワーキングスペース)、 オンライン同時開

催
o 議案:前年度事業報告・決算報告、理事の選任、新年度事業計画・予算、会

員制度変更

(2)2020年度第1回臨時総会
o 日時:2020年10月 26日 13:00～ 13:36
0 場所:オンライン開催
o議案:定款変更(事務所の変更)、 会員制度の見直し

2理事会

(1)第2期第4回理事会
o 日時 :20201年6月 18日 15:00～ 17:00
0 場所:オンライン開催
o 主な議題 :活動報告、2019年度決算報告、会員制度の見直し、2020年度

事業計画・予算、通常総会開催予定、年内のセミナー企画

(2)第2期第5回理事会
o 日時:2020年10月 18日 11:00～ 11:30
0 場所:オンライン開催
o 主な議題 :会員制度の見直し、メディアパートナー制度の見直し

＾
０



(3)第2期第6回理事会
o 日時 :202“軍4月 24日 13:00～14:47
。 場所:オンライン開催
o 主な議題 :会員規約の改定、役員報酬規程の制定、会費減免対象者の決

定、2021年度事業計画・予算など

以上

■
′



書式第 13号 (法第 28条関係)

2020年度 活動計算書

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ファクトチェック・イニシアティブ

正会員受取会費 9,090,000

892

1.461.500事業収益

1■
i`｀li■黎■,■1″■サ|・ ■ヽ:`11,'liT,,11111・ 11:

35,640

4,548

186,065

20,304,070

2,480

78,090

90,791

1,000

5,236

22,966

賃借料

租税公課

サービス利用料

業務委託費

会議費

交際費

旅費交通費

消耗品費

印刷製本費

新聞図書費

1,.:it:■■,″・11●■二麓
=落

盗■ :■●:=

■|=,'':卜

=ギ
,■ 111■ ■■●■■,■■::■ 1■ r

250,250

1,440

277,767

7,506,000

6,061

11,313

3,498

37,803

121,721

38,000

292.296

|■1.:テ :´11■■′■'.:111,'鷺 t宇露7●I「■

賃借料

租税公課

サービス利用料

業務委託費

会議費

旅費交通費

交際費

通信運搬費

消耗品費

諸会費

法人税、住民税及び事業税 ・・・④



書式第 15号 (法第 28条関係)

2020年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非常利活動法人ファクトチェック・イニシアティブ

12,616,260

514,633

21,500

514,633

21,500

12,616,

548

現金預金

未収金

未収収益

・
:111

【A】 資 産 合 計 ①+② 13,156,941

|ドササ:ル |:lil:F方,■■■|■■1だ11●■|■■
‐

1,635,999

600,000

15,000

1,635,999

600,000

15,000

未払金

役員借入金

13,156,941【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

□ 目
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2020年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

.生豊!壁!型:コ!塑!塾ユ:聾生二:聾盪二:隻≡塑
=ヱ

三二_.

重要な会計方針

計算書類の作成は、:ぽ0法人会計基準 (2010年 7月 7日  2017年 12月 12日 最終改正 取0法人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし
(2)固定資産の減価償却の方法

該当なし
(3)引当金の計上基準

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし
(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2. 事業別損益の状況

管理部門 △ ユ■

「
:● :科 目

特定非営利活動

に係る事業
事業部門計

0

746,892

10,000,000

1,“ 1,5∞

0

0

746,892

10,000,000

1,461,500

0
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）
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Ｑ

）
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）

，
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）

７
〓
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Ｖ

Ａ
Ｕ

Ｆ
０ 9,780,500

746,892

10,000,000

1,461,500

129

21.989.02112.208,392 12,208,392 9,780,629
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Ａ
Ｕ
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Ｖ

ｎ
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35,640

4,548

186,065

20,304,070

2,480

90,791

78,090

0

1,000

5,236

22,966

0

1.888

35,640

4,548

186,065

20,304,070

2,480

90,791

78,090

0

1,CЮ 0

5,236

22,966

0

1.888

250,250

1,440

277,767

7,506,000

6,061

11,313

3,498

37,803
，

“
７
〓

，
“

0

0

38,000

292.296

285,890

5,988

463,832

27,810,070

8,541

102,104

81,588

37,803

122,721

5,236

22,966

38,000

294,184

20.732.774 20.732.774 8.546.149 29.278.923

20,732,774 20,732,774 8,546,149 29,278,923

-8.524.382 -8.524.382 1.234.480 -7.289。 902

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

人件費計
(2)その他経費

賃借料

租税公課

サービス利用料

業務委託費

会議費

旅費交通費

交際費

通信運搬費

消耗品費

印刷製本費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



一
Ｊ

4

ＦＯ

施設の提供等の物的サービスの受人の内訳

該当なし

使途等が制約された寄附金等の内訳

該当なし

固定資産の増減内訳

該当なし

6. 借入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

特になし

その他の事業に係る資産の状況

特になし

７
・

Ｒ

〉

期末残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

600,000 ｎ

ｖ

ｎ

ｖ 600,000役員借入金
△ 豊↓

「
:口 :

財務諸表に計上され

た金額
内、役員との取引

内、近親者及び支配

法人等との取引
科 目

20,304,070

7.506.000

3,388,900

1,855,000

ｎ
Ｖ
　

υ^

(活動計算書)

業務委託費 (事業費)

業務委託費 (管理費)

ｎ

Ｖ活動計算書計 27,810,070 5,243,900

(貸借対照表)

役員借入金 600,000 600,000
ｎ

Ｖ貸借対照表計 600,000 600,000



書式第 17号 (法第 28条関係)

2020年度 財産 「
E■

L2」

特定書営利活動法人ファクトチェック・イニシアティブ

事 業 報 告 用

現金預金

手元現金

12,616,260

37,388

220,000

514,633未収金

寄付金

過払い分

1

21,500

4,548
未収収益

仮払金

21,500

4,548

13,156,941【A】 資 産 合 計 ①+②

1,635,999

600,000

業務委託費

カー ド未決済

役員借入金

1,540,486

95,513

600,000

2=250,999【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B… 2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 10,905,942



書式第 18号 (法第 28条関係)

業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 く腑事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所菫
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

o監
事

セガワ シロウ 令和2年 4月 1日 年  月  日

令和3年 3月 31日 年 月 日瀬川 至朗

つ

“

⌒

健:ジ
監事

フジムラ アツオ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日藤村 厚夫

＾
ｊ

⌒

健壁3)監事
タテイワ ヨウイチロウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

立岩 陽一郎

五

ェ

⌒

て豊:3)監事
イヌイ ケンタロウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日乾 健太郎

⌒

c,ジ
監事 オクムラ ノプユキ 令和2年 4月 1日

奥村 信幸 令和3年 3月 31日

⌒

健,ジ
監事

カナイ ケイコ 令和2年 4月 1日

金井 啓子 令和3年 3月 31日

⌒

Q,ジ
監事

ムラカミ ケンジロウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日村上 建治郎

⌒

鮭,ジ
監事

ヤナイ ヒトフミ 令和2年 4月 1日

楊井 人文 令和3年 3月 31日

⌒

cジ 監事 ヤマサキ タケシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日山峙 毅

タジマ タスク 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

理事

田島 輔

⌒

Q:L,監
事

フルタ ダイスケ 令和2年 6月 27日

令和3年 3月 31日古田 大輔

ｒ
Ｏ

6
年  月  日

年  月  日

７

〓

年 月

月

日

日年

8
年  月  日

年  月  日

Ｑ
υ

年 月

月

日

日年

10
年 月

月

日

日年

11
年  月 日

日年  月



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 0事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

盤農劃塑壺重塵込2■2量2堕座生
=正
三立Z二■■三2

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 順川 至朗

2 藤村 厚夫

3 乾 健太郎

4 奥村 信幸

5 金井 啓子

6 暢井 人文

7 山崎 毅

8 立岩 陽一郎

9
肛DIEIN JOHN
Glur“Y
(ジ ョン ミドル トン)

10 宮田 芳男


